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1.	 はじめに

中越地震被災後約4年を経て新潟県長岡市山古志地

区（旧山古志村）では仮設住宅への入居が解消し、着

実に復興を進めている。山古志地区は典型的な中山間

地区として住民の生活復興は日本のモデルケースとし

ても注目されている。被災からの４年間、住民は震災、

避難生活、仮設住宅での生活など長期間にわたるスト

レスにさらされていることから身体機能、精神機能の

低下といった健康問題が懸念されている。 そこで昨年

度、本研究グループは保健医療専門職に対してインタ

ビューを実施し、保健医療専門職からみた山古志地区

住民の健康課題、生活上の特徴を報告した。そのうち

主な特徴をあげると （１）体力水準が高い、（２）自立

意識が高い、（３）高血圧、糖尿病などの内科疾患、（４）

筋骨格系の疾患、（５）肥満、（６）運動不足、であった１）。

このように住民の健康は冬季間、積雪による身体活動

量の低下や外出回数の減少といった地域特有の生活環

境により増悪することが懸念され、ひいては高齢者の

Quality of Life（QOL）が低下することが危惧される。

QOLは医療の質を評価する上での重要な「医療アウ

トカム」の指標として位置付けされている。従来の疫学

研究では、罹患率、合併症発生率、死亡率などの客観

的アウトカム指標が、その普遍性、定義の明確さ、個

人・社会にとっての重大性などの理由から、広く一般

に利用されてきた。しかしながら、近年のアウトカム

研究では、住民や患者の主観的な評価指標を重要視す

る、患者立脚型アウトカム（Patient Based Outcomes）

であるQOLが重要と考えられるようになり、健康関連

QOL（Health-Related QOL）が代表的な指標と位置づ

けられている２）。健康関連QOLは健康、疾病状況、あ

るいは健康づくり活動の実践結果の評価など多方面で

用いられている３、４）が地震による被災が健康関連QOL

に及ぼす影響についての検討は阪神淡路大震災被災者

のQOLを検討した研究があるに過ぎない５）。

身体機能の維持には身体活動量が大きく影響するこ

とが先行研究により報告されている６）。季節による身体

活動量の変化を検証した報告によると冬季には夏期に

比べて身体活動量が低下すること確認されている。新

潟地方の降水量は4月から10月は東京とほぼ同様である

が、11月から3月の冬季に長期間、積雪による降水量の

多い地域であり、年間降水量は東京の約2倍である７）。

そのような特徴的な気象環境は住民の身体活動量を低

下させ、身体的な生活機能を低下させることが予想さ

れる。そこで本研究は山古志地区の在宅高齢者を対象

に健康関連QOLを調査し、また身体的生活機能の測定

を実施することを通じて高齢住民の現状を把握すると

ともに今後の健康づくり活動への示唆を得ることを目

的とした。 
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２．方法

（1）健康関連QOL調査

2008年3月から4月にかけて東洋大学福祉社会開発

研究センターが調査主体として中越震災前に旧山古

志村に居住していた全世帯677戸を対象として実施し

たアンケート調査において健康関連QOLを調査質問

紙を用いて調査した。調査には健康関連QOL尺度の

質問紙MOS 8-Item Short-Form Health Survey（以下

SF-8 と略）の日本語版を用いた。この質問紙は、 1992

年Short Form-36 標準版として発表されたQOL評価法

であり、測定の対象を特定疾患の患者に特定せず、健

常人に対しても利用可能な様に開発された。日本では

福原によって日本語に訳され、文化的側面を配慮した

表現の修正や計量心理学的な検討が行われ、信頼性や

妥当性が確認されている８）。SF-8は、先に発表された

健康全般に関する客観的および主観的内容の計36項目

よりなるSF-36の短縮版である９）。評価項目は、身体機

能（Physical Functioning）、日常身体的役割機能（Role 

Physical）、 体 の 痛 み（Bodily Pain）、 全 体 的 健 康 観

（General Health）、活力（Vitality）、社会生活機能（Social 

Functioning）、日常精神的役割（Role Emotional）、心

の健康（Mental Health）の8つの下位尺度からなる。

本研究を実施するにあたってSF-8質問紙の使用には、

NPO 健康医療評価研究機構の使用許可を得た。

調査は中越震災前に旧山古志村に居住していた全世

帯（677戸）に対して各地区長を通じて調査用紙を各世

帯へ配布し、区長または山古志支所を通じて回収し、

転出者には山古志支所より郵送し、同封の封筒を用い

て山古志支所へ返送を依頼することにより実施した。

実施期間は2008年3月17日～ 4月3日であった。調査用

紙には健康関連QOLに該当する項目への記入に際して

記入者の性別、年齢を記載するよう依頼した。回収数

は山古志地区内に居住する世帯から195世帯（回収率　

42.7％）、現在山古志地区外に居住する世帯からは60世

帯（回収率　27.3％）の計255世帯（回収率　37.7％）で

あった。このうち未記入等を除いた194世帯（名）を有

効回答とし、解析の対象者とした。解析対象者の平均

年齢は73.6歳、男女比は男性が64.4％であった。

国民標準値に基づいた各下位尺度得点の算出は、同

じ下位尺度に属する項目の点数を合計し、下位尺度の

素点を算出した。次に下位尺度素点を0 ～ 100 点に変換

し、日本の国民標準値を50 点、標準偏差を10 点とした

0 ～ 100得点に変換した。各項目と下位尺度は得点が高

いほど良い健康状態であることを表す10）。さらに、8つ

の下位尺度から精神的および身体的サマリースコアを

算出した。本研究での各下位尺度の国民標準値に基づ

いた得点およびサマリースコアの計算は、 SF-8 専用ス

コアリングプログラムのソフト（NPO 健康医療評価研

究機構）を用いた。

（2）生活機能測定

測定参加者の募集は市役所から老人クラブに対して

参加への協力を依頼し、同意を得た加入者の参加を得

た。また、比較対照地区として2007年度同様、函館市

椴法華地区を設定し、市役所を通じて参加者を募集し

た。山古志地区の参加者は男性18名（平均年齢77.2±4.8

歳（64歳～ 83歳）、BMI 21.5±2.1）、女性15名（平均年

齢74.7±6.0歳（65歳～ 85歳）、BMI 24.0±3.1）、比較対

照地区として選定した函館市椴法華地区の参加者は男

性2名（平均年齢77.0±0.0歳、BMI 26.1±

0.3）、女性16名（平均年齢75.0±5.9歳（64

歳～ 84歳）、BMI 25.7±3.3）であった。参

加者の体格を表１に示した。測定と同時に

参加者の健康関連QOL調査用紙への記入を

依頼した。山古志地区、椴法華地区いずれ

の調査測定においても測定の趣旨、実施内

容、非参加の権利について説明したうえで

表1．生活機能測定参加者の身体特性
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同意書に署名を得た。 

生活機能の測定項目、体格（身長、体重）、生活体力（起

居能力、歩行能力、手腕作業能力、身辺作業能力）とした。

生活体力測定とは（財）明治安田厚生事業団体力医学研

究所の開発した日常生活の主要動作である起居動作（起

きる、立ち上がる、座る、横たわる）、移動動作（歩く、

走る）、家事動作（調理、裁縫、掃除）身辺動作（更衣、

入浴、整容）の4項目をそれぞれなぞらえて作成した動

作を所用時間で評価する方法である。規定された動作

を短時間で遂行された方が良好であることを意味する。

測定方法の妥当性、再現性についてはすでに報告して

いる11）。生活体力各項目の測定は、１回の練習を行った

後２回の測定を実施し、成績の良い方の値を採用した。

（3）統計解析

身体特性、健康関連QOL下位尺度のスコア、生活機

能の性別および、居住地区間での比較には対応のない

Studentのt-検定、国民標準値に基づいた各下位尺度の

得点と同年代の国民標準値との比較は、平均値の1サン

プルのt-検定を用いて行った。解析にはSPSSver.15.0 日

本語版を使用し、有意水準を5％とした。 

３．結果

（1）生活関連QOL調査

山古志地区全世帯を対象とした性別健康関連QOLス

コアを表2に示した。表にみられるように男女間で有意

差は認められなかったが、全国標準値と比較すると男

女ともに「心の健康」が低値を示し、女性の「活力」、

「精神的サマリースコア」以外の項目でも有意な低値を

認めた。これらのスコアを居住地区別に差が認められ

るかを検討したが、地区間に有意な差は認められなかっ

た。次に、健康関連QOLの各下位尺度を年代別に比較

し、結果を図1に示した。身体機能、社会的役割の各項

目に年代が上がるにつれて低下傾向がみられた。また、

75歳以上の年代で日常的役割機能（身体）、および日常

的役割機能（精神）が他の年代と比べて低値を示した。

それに比べて「心の健康」、「活力」には年代による差

が認められなかった。このように同一年代であっても

項目によって差がみられる傾向が伺われた。そこで8つ

の下位尺度を精神的サマリースコアおよび身体的サマ

リースコアにまとめ相関関係を検討した。その結果は

図２に示すように身体的スコアに対して精神的スコア

が高く維持されている者が多い傾向が伺われた。

（２）生活機能測定

山古志地区老人クラブ参加者を対象に身体的生活機

能を生活体力測定によって評価した。比較対照地区と

して2007年度同様、函館市椴法華地区を設定し測定値

を比較検討した。その結果を図３に示す。比較の結果、

45 .6 9 .5* 44 .0 8 .2*

45 .5 10 .1* 44 .1 11 .8*

46 .7 9 .8* 46 .6 8 .9*

46 .1 8 .5* 47 .2 7 .2*

48 .5 7 .7* 49 .5 6 .8

46 .5 9 .4* 46 .5 9 .7*

47 .1 9 .3* 46 .0 10 .3*

48 .8 7 .4 49 .1 6 .7

44 .2 8 .8* 43 .1 8 .2*

48 .3 7 .4* 48 .3 7 .3

* P <0.05

表２　山古志地区住民の健康関連QOL

図1．年代間の健康関連QOL下位尺度得点
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同一地区内の性別の比較および同性を地区間で比較し

たいずれにも差は認められなかった。また、地域高齢

者の評価基準値に示された全国平均値12）、起居能力（男

性：6.7秒、女性：7.3秒）、歩行能力（男性：8.1秒、女性：8.7

秒）、手腕作業能力（男性：38.8秒、女性：37.4秒）およ

び身辺作業能力（男性：7.8秒、女性：7.3秒）と比較し

ても同等であった。

身体的生活機能の測定時に調査した健康関連QOLを

表3に示した。各下位尺度スコアは両地域間で同水準で

あり、全国標準値とも同水準であった。つまり、生活

機能測定参加者の健康関連QOLは3月調査参加者の値と

比較して高値を示す傾向が認められた。

４．考察

我が国は平均寿命が80歳と人類史上例を見ない高齢

化社会を迎え、高齢者にとって単なる長命ではなくよ

りよい生活の質、つまりはQOLが重要視されている。

図2．身体的サマリースコアと精神的サマリースコアの相関関係

図3．身体的生活機能

表3．身体的生活機能測定参加者の健康関連QOL
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山古志地区の住民は被災からの４年間、震災、避難生活、

仮設住宅での生活など長期間にわたる心理的ストレス

にさらされており、身体機能、精神機能の低下といっ

たQOLへの影響が懸念される。阪神淡路大地震被災者

の震災とライフスタイルの関連を検討した森本と丸山13）

の報告によると、高震度地域で被災した住民のライフ

スタイルは低震度地域に居住していた住民のライフス

タイルに比べて運動、睡眠、労働時間、自覚的ストレ

スに顕著な不良化を認め、また高震度地域の居住者ほ

ど抑うつ傾向が強く、精神的健康度の低下が大きいこ

とが報告されている。同じ阪神淡路大地震被災者につ

いて検討した池内と藤原はソーシャル・サポート・ネッ

トワークの大きさが心身の健康状態に影響を及ぼすこ

とを報告している14）。本調査の結果、健康関連QOLの

8項目の下位尺度で全国平均と比較して低値を示す項目

が身体的機能に関連する項目で多く認められた。また

75歳以上の年代で日常的役割機能（身体）、および日常

的役割機能（精神）が他の年代と比べて低値を示すと

ともに項目間のばらつきが認められた。本調査は横断

調査であるからこの結果が被災に起因するものである

か、あるいは加齢による影響であるかは明らかにでき

ない。それでも精神的サマリースコアと身体的サマリー

スコアの関連性を検討した結果を見ると、精神的サマ

リースコア得点の方が身体的サマリースコア得点より

も高い住民が多数存在することが明らかとなった。山

古志地区では地域住民間のネットワークが強いことが

知られており、先のソーシャル・サポート・ネットワー

クが精神的な健康状態に影響を及ぼす報告14）をふまえ

ると、今後健康づくり活動を進めて行くうえに重要な

示唆を与えてくれるものと考えられる。

今回測定に参加した住民の生活体力測定値は全国平

均値と比較して同等であり、身体機能水準は全国と同

等と考えられる。この結果に比べて全世帯を対象とし

た健康関連QOL調査における身体に関連する下位尺度

の結果は全国水準とは言い難かった。この差違の理由

として、調査が自己記入であることから自身に対する

評価が厳しいことに由来する主観的な自己評価と客観

的な評価である実測値との食い違いが考えられる。あ

るいは測定会場に集合する方式により測定したため自

立機能の高い住民だけが参加した可能性が考えられる。

身体的生活機能測定への参加者の健康関連QOLを調査

した表3の結果を見ると、下位尺度項目の各得点はいず

れも全国標準値と同等であった。また、比較対照地区

の椴法華とも同等であった。このことは実測である生

活体力測定の参加者は山古志地区の住民の中でも優れ

た結果を示す対象者であり、今回の測定結果を山古志

地区住民全体の結果と見なすことには無理があると考

えるべきであろう。身体機能を実測する項目は健康診

断でも取り入れられておらず、住民全体の実態把握は

現状では困難とも考えられる。したがって今後は測定

し、結果を通知するといった形式での実態把握にとど

まらず、具体的な提案を伴った健康づくり活動の実践

と連携する形で実態把握をすすめ、住民が自分自身の

変化を実感できる機会を作ることによりさらなる健康

づくりに役立つ機会を提供する方式が適当ではないだ

ろうか。

山古志地区は中山間地区にあり、冬季の降雪は人々

の生活に大きな影響を与えている。と同時にそれ故の

住民間の連携も都市部に比べて強力と考えられること

から、地域の特性に応じた住民同士が連携しながら健

康づくりを続けて行く方法が可能なのではないか。そ

の方式の具体化が望まれる。 

５．まとめ

全世帯を対象として実施した健康関連QOL調査の結

果、下位尺度の結果は全国平均値と比較してやや低値

を示す傾向にあった。しかしながら精神的、および身

体的サマリースコアに集約した結果を検討すると身体

的側面よりも精神的側面で良好な結果を示す住民が多

く、地域に根ざして生活する、あるいは近隣住民との

ソーシャル・サポート・ネットワークの意義が推察さ

れた。また、身体的生活機能を実測した結果、参加者

の生活機能は全国平均と同等の水準を有していた。測

定参加者の健康関連QOLスコアは全世帯対象とした際

に得られた値よりも良好であり、山古志地区全体の高

齢者の中には生活機能の低下した住民が存在する可能
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性を考えさせる結果であった。これらの結果をふまえ

て今後地域の特性に応じた健康づくり活動への具体的

な提案が望まれる。
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